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公立大学法人沖縄県立芸術大学ハラスメント調査委員会細則 

 

令和３年４月１日 

沖芸大細則第７号 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、公立大学法人沖縄県立芸術大学ハラスメント防止・対策規程（令和

３年沖芸大規程第30号。以下「防止・対策規程」という。）第13条の公立大学法人沖縄

県立芸術大学ハラスメント調査委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

（任務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を任務とする。 

(１) 関係者等から事情聴取等を行い、申立てのあったハラスメントに関し調査する。 

(２) 前号の調査結果について、ハラスメント防止・対策委員会（以下「防止・対策委

員会」という。）に報告する。  

(３) 申立てのあったハラスメントに関し、必要に応じて防止・対策委員会に意見を述

べる。 

（組織） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員３名以上をもって組織する。 

(１) 防止・対策委員会委員から１名（ただし、原則として相手方の所属する部局に所

属する者を除く。） 

(２) 各部局により提出された候補者リストから、防止・対策委員会が選考する者２名

（ただし、原則として相手方の所属する部局以外の部局から選出するものとする。） 

(３) その他、防止・対策委員会が特に必要と認める者 

２ 委員は、理事長が任命する。 

３ ハラスメント相談員は、委員になることができない。 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、前条第１項第１号に掲げる者をもって充てる。 

３ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。 

４ 委員長に事故があるとき又は欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその

職務を代理する。 

（意見の聴取） 

第５条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を委員会に出席させその意

見を聴くことができる。 

（任務の終了） 

第６条 委員会の任務は、次の各号のいずれかに該当する場合に終了するものとする。 

(１) 事実調査を行い、防止・対策委員会に事実調査結果報告書及び関連する資料を提

出し、必要に応じて防止・対策委員会に意見書を提出した場合 

(２) 防止・対策規程第14条に基づき被害者救済の手続を中止し、必要な資料及び記録
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等を防止・対策委員会に提出したとき。 

２ 委員会は、前項に基づき任務が終了した場合でも、防止・対策委員会が追加調査等の

必要を認めたときは、再び任務を遂行するものとする。 

（守秘義務） 

第７条 委員は、その職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、その職を退

いた後も、同様とする。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、総務課において処理する。  

（雑則） 

第９条 この細則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、防止・対策委

員会が別に定める。 

 

 

附 則 

 この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

 


